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吸収合併に関する事前開示書面 

（吸収合併存続会社/会社法第 794 条第１項及び会社法施行規則第 191 条に基づく事前備置書面） 

 

当社は、2020 年 10 月７日付けで株式会社山陽マルナカ（以下「山陽マルナカ」という。）との間で締

結した吸収合併契約（以下「本吸収合併」という。）に基づき、2021 年３月１日を効力発生日として、

当社を吸収合併存続会社、山陽マルナカを吸収合併消滅会社とする吸収合併を行うこととしました。本

吸収合併に関し、会社法第 794 条第１項及び会社法施行規則第 191 条に定める事項は下記のとおりで

す。 

 

記 

１．吸収合併契約の内容 

別紙１「吸収合併契約書」のとおりです。 

 

２．合併対価の相当性に関する事項 

完全親子会社間の合併につき、合併対価の交付はありません。 

 

３．新株予約権の対価の定めの相当性に関する事項 

吸収合併消滅会社である山陽マルナカは、新株予約権を発行しておりませんので、該当事項はあり

ません。 

 

４．計算書類等に関する事項 

（１）山陽マルナカの最終事業年度に係る計算書類等の内容 

最終事業年度の山陽マルナカの計算書類等は、別紙２「決算報告書」のとおりです。 

（２）山陽マルナカにおける最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担そ

の他の会社財産の状況に重要な影響を与える事象の内容 

該当事項はありません。 

 （３）当社における最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の会

社財産の状況に重要な影響を与える事象の内容 

該当事項はありません。 

 

５．吸収合併が効力を生ずる日以後における吸収合併存続会社の債務の履行の見込みに関する事項 

本吸収合併効力発生後の当社の資産の額は、債務の額を十分に上回ることが見込まれます。また、

本吸収合併後の当社の収益状況及びキャッシュフローの状況について、債務の履行に支障を及ぼすよ

うな事態は現在のところ予測されておりません。したがって、本合併後における当社の債務について

履行の見込みがあるものと判断いたします。 

以 上 







（別紙２） 
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貸 借 対 照 表 

（２０２０年２月２９日現在） 

（単位：百万円） 

科     目 金     額 科     目 金     額 

【 資 産 の 部 】  【 負 債 の 部 】  

流 動 資 産           １５，０５２ 流 動 負 債           ３０，０７１ 

現 金 及 び 預 金 ７，２９１ 買 掛 金 １０，５９５ 

売 掛 金 ２３８ 短 期 借 入 金 ２，５００ 

商 品 ３，５００ 一年内返済長期借入金 １０，０２３ 

未 収 入 金 ３，７０２ 未 払 金 １，９９８ 

未 収 消 費 税 ２２２ 未 払 費 用 ９４９ 

前 払 費 用 ７１ 未 払 法 人 税 等 １２８ 

そ    の    他 ２５ 未 払 消 費 税 等 ２４４ 

固 定 資 産           ４４，２５３ 預 り 金 １，８９２ 

有 形 固 定 資 産           ４０，５１１ 賞 与 引 当 金 ４７５ 

建 物 ９,４００ 役員業績報酬引当金 ２９ 

構 築 物 ５６０ 閉 店 損 失 引 当 金 ５ 

機 械 装 置 １，０１６ 設 備 未 払 金 ７２３ 

車 両 運 搬 具 ０ そ の 他 流 動 負 債 ４５０ 

工 具 器 具 備 品 １，８７０ そ の 他 ５５ 

土 地 ２７，６５６ 固 定 負 債           １６，７７２ 

建 設 仮 勘 定 ５ 長   期   借   入   金 １４，１０３ 

無 形 固 定 資 産           ２８ 退 職 給 付 引 当 金 ２８ 

ソ  フ  ト  ウ  ェ  ア ８ 役員退職慰労引当金 ５４ 

そ の 他 １９ 長 期 預 り 保 証 金 ６６７ 

投資その他の資産           ３，７１３ 資 産 除 去 債 務 ５５９ 

投 資 有 価 証 券 ５０１ 損害補償損失引当金 ６ 

長 期 前 払 費 用 １６３ そ の 他 固 定 負 債 １，３５１ 

差 入 保 証 金 ５１９ そ の 他 ０ 

店 舗 賃 借 仮 勘 定 ２７ 
負 債 の 部 合 計 ４６，８４３ 

繰 延 税 金 資 産 ２，５０１ 

そ の 他 ０   

  【 純 資 産 の 部 】  

  株 主 資 本 １２，２１１ 

  資 本 金           ２５ 

  利 益 剰 余 金          １２，１８６ 

  そ の 他 利 益 剰 余 金 １２，１８６ 

  固定資産圧縮積立金 ５２０ 

  別 途 積 立 金 ７，８５８ 

  繰 越 利 益 剰 余 金 ３，８０７ 

    

  評価・換算差額等 ２５０ 

  その他有価証券評価差額金 ２５０ 

  
純 資 産 の 部 合 計 １２，４６１ 

  

資 産 の 部 合 計 ５９，３０５ 
負 債 の 部 及 び     

純 資 産 の 部 合 計 
５９，３０５ 

    （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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損 益 計 算 書  
（２０１９年３月１日から２０２０年２月２９日まで） 

（単位：百万円） 

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 

  

科         目 金       額 

売 上 高  ９６，３４８ 

売 上 原 価  ７１，６０６ 

      売 上 総 利 益  ２４，７４１ 

そ の 他 営 業 収 入  １，５５８ 

            営   業   総  利  益  ２６，３００ 

販売費及び一般管理費  ２４，６８９ 

   営 業 利 益  １，６１０ 

営 業 外 収 益   

   受取利息及び配当金 １０  

   そ の 他 ３５ ４５ 

営 業 外 費 用   

   支 払 利 息 １１５  

   そ の 他 ５ １２１ 

      経 常 利 益  １，５３５ 

特 別 利 益   

投資有価証券売却益 ０  

    受 取 保 険 金 １０１  

     そ の 他 ７１ １７４ 

特 別 損 失   

減 損 損 失 ７０８  

退職給付制度終了損 １５８  

     そ の 他 １５ ８８２ 

税引前当期純利益  ８２６ 

法人税、住民税及び事業税 ４７４  

法 人 税 等 調 整 額 △１２７ ３４６ 

当 期 純 利 益  ４８０ 
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株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 
（２０１９年３月１日から２０２０年２月２９日まで） 

（単位：百万円） 

 

株主資本 評価・換算差額等  

資本金 

利益剰余金 

株主資本 

合計 

その他有価

証券評価 

差額金 

評価・換算 

差額等合計 
純資産合計 

その他利益剰余金 

固定資産 

圧縮 

積立金 

圧縮特別 

勘定 

積立金 

別途 

積立金 

繰越利益  

剰余金 

利益剰余金  

合計 

当期首残高 25 520   113 7,858 3,312 11,805 11,830 214 214 12,045 

事業年度中の変動額           

 圧縮特別勘定積立金の取崩   △113  113 － －  － － 

 固定資産圧縮積立金の積立  113   △113 － －  － － 

 固定資産圧縮積立金の取崩  △14   14 － －  － － 

 当期純利益     480 480 480  － 480 

適格分割による取崩  △99    △99 △99  － △99 

株主資本以外の項目の事業

年度中の変動額（純額） 
     － － 35 35 35 

事業年度中の変動額合計 － 0 △113 － 494 380 380 35 35 416 

当期末残高 25 520 － 7,858 3,807 12,186 12,211 250 250 12,461 

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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個 別 注 記 表  
 

 １．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

(１) 有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券：時価のあるもの … 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により

処理し、売却原価は、移動平均法により算定）によっております。 

           

(２) たな卸資産の評価基準及び評価方法 

生鮮以外の商品については、主として「企業会計原則と関係諸法令との調整に関する連続意見書」第四に定める

売価還元平均原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。 

生鮮食品は、最終仕入原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。 

 

(３) 固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産 ：経済的耐用年数に基づく定額法によっております。 

各資産別の主な経済的耐用年数として以下の年数を採用しております。 

建 物  

 ( 営 業 店 舗 ） ２０年 

 （建物附属設備） ３～１８年 

構 築 物 １０～２０年 

機 械 装 置 ３～１７年 

工 具 器 具 備 品 ２～２０年 

 

無形固定資産 ：定額法によっております。なお、ソフトウェア（自社利用分）については社内における利用可

能期間（5年）による定額法によっております。 

 

(４) 引当金の計上基準 

賞 与 引 当 金 ： 従業員の賞与の支給に備えるため、賞与の支給見込額のうち当事業年度に負担す

べき金額を計上しております。 

 

役員業績報酬引当金 ： 役員に対して支給する業績報酬の支出に備えるため、支給見込額のうち当事業年

度に負担すべき金額を計上しております。 

 

損害補償損失引当金 ： 将来発生が見込まれる損害補償請求等の支払いに備えるため、損失の見込額を計

上しております。 

 

閉 店 損 失 引 当 金 ： 店舗閉店に伴い発生する損失に備えるため、店舗閉店により合理的に見込まれる

閉店関連損失見込額を計上しております。 

 

退 職 給 付 引 当 金 ： 従業員に対する退職金の支給に備えるため、当事業年度末における退職給付債務

の見込額に基づき計上しております。 

 

役員退職慰労引当金 ： 役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上してお

ります。 
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(５) 消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

 

２. 表示方法の変更に関する注記 

  （「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用） 

  「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年2月16日）を当事業年度の 

期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分 

に表示しております。 

 

３．貸借対照表に関する注記 

 

 

（１） 有形固定資産の減価償却累計額（減損損失累計額を含む。） 

 

                   ３５，１６５百万円 

 

（２） 関係会社に対する金銭債権債務 

 

    短期金銭債権          ２７百万円 

    短期金銭債務         １９２百万円 

 

 

 

４．損益計算書に関する注記 

 

（１）関係会社との取引高 

    営業取引による取引高     

          営業費用 ３１６百万円  

    営業取引以外の取引による取引高   ４百万円  

   

（２） 減損損失 

当事業年度において以下の資産グループについて減損損失708百万円を計上しております。 

 

①  減損損失を認識した資産グループの概要 

（単位：百万円） 

 用 途 種 類 場 所 件 数 金 額  

 店舗 土地及び建物等 岡山県 １１ ４５９  

 店舗 土地及び建物等 広島県 ２ ６９  

 遊休資産 土地 岡山県 １ ７８  

 遊休資産 土地 大阪府 １ ６８  

 遊休資産 土地 兵庫県 １ ３２  

 合 計 １６ ７０８  
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②  減損損失の認識に至った経緯   

    営業活動から生ずる損益が継続してマイナス又は継続してマイナスとなる見込みである店舗の資産グループ、 

閉店等の決議による店舗の資産グループ及び市場価格が著しく下落した店舗の資産グループについて、その帳 

簿価額を回収可能価額まで減額し当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。 

 

 

 

③  減損損失の金額 

 （単位：百万円）  

 種 類 金 額  

 土 地 ３２５  

 建 物 ２３９  

 その他 １４３  

 合 計 ７０８  

 

 

④  資産のグルーピングの方法 

    当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として、主として店舗を基本単位としてグルーピングして 

おります。 

 

 

⑤  回収可能価額の算定方法 

    当資産グループの回収可能価額のうち正味売却価額は、主として不動産鑑定評価基準等により算定しており、 

使用価値については将来キャッシュ・フローを1.80％で割り引いて算定しております。 

 

 

 

 

 

 

５．株主資本等変動計算書に関する注記 

 

（１） 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

①  発行済株式の種類及び総数 

 株式の種類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数  

 普通株式 １８，１００株 －株 －株 １８，１００株  
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６．税効果会計に関する注記 

 

（１） 繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳 

 

 

 繰延税金資産 

  賞 与 引 当 金 １６２ 百万円 

  未 払 事 業 税 １３  

  その他流動負債（確定拠出移管金） １５４  

  有 形 固 定 資 産 ３，５０３  

  資 産 除 去 債 務 １９１  

  その他固定負債（確定拠出移管金） ４６２  

  そ の 他 １５１  

  繰 延 税 金 資 産 小 計 ４，６４０  

  評 価 性 引 当 額 △１，７１８  

  繰 延 税 金 資 産 合 計 ２，９２１  

 

 

 

 繰延税金負債   

  固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 ２７１ 百万円 

  その他有価証券評価差額金 １３０  

  そ の 他 １８  

  繰 延 税 金 負 債 合 計 ４２０  

  繰 延 税 金 資 産 の 純 額 ２，５０１  

 

 

 

（２）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異原因の内訳  

     法 定 実 効 税 率            ３４．２ ％ 

     （調整） 

         住民税均等割              ０．４ 

         評価性引当額の増減         １３．６ 

         そ  の  他            △６．５ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率    ４１．８ ％ 
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７．金融商品に関する注記 

 

 

（１） 金融商品の状況に関する事項  

     当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により資金を調達 

しております。 

     借入金の使途は運転資金（主として短期）および設備投資資金であります。 

（２） 金融商品の時価等に関する事項 

    ２０２０年２月２９日（当期の決算日）現在の主な金融商品の貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につい 

ては、次のとおりであります。 

    （単位：百万円）  

  貸借対照表計上額 時価(注1) 差 額  

 (1)現金及び預金 ７，２９１ ７，２９１ －  

 (2)売掛金 ２３８ ２３８ －  

 (3)未収入金 ３,７０２ ３，７０２ －  

 資産計 １１，２３２ １１，２３２ －  

 (4)買掛金 １０，５９５  １０，５９５ －  

 (5)未払金 １，９９８ １，９９８ －  

 (6)預り金 １，８９２ １，８９２ －  

 (7)設備未払金 ７２３ ７２３ －  

 (8)短期借入金 ２，５００   ２，５００ －  

 
(9)長期借入金 

（一年内返済長期借入金を含む） 
２４，１２７ ２４，０９９  ２７  

 負債計 ４１，８３７ ４１，８０９ ２７  

    

（注１）金融商品の時価の算定方法に関する事項 

    (1) 現金及び預金 、(2) 売掛金、（3）未収入金 

       これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

    (4) 買掛金、(5) 未払金、(6) 預り金、（7）設備未払金、(8) 短期借入金 

       これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

    (9) 長期借入金 

       長期借入金の時価については、元利金の合計額をリスクフリー・レートに信用リスクを加味した利率で 

割り引いた現在価値により算定しております。 
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８．賃貸等不動産に関する注記 

（１） 賃貸等不動産の状況に関する事項 

    当社では、岡山県その他の地域において、賃貸用の建物（土地含む）を有しております。 

（２） 賃貸等不動産の時価に関する事項 

 （単位：百万円）  

 貸借対照表計上額 時 価  

 ７，５２５ ７，１９３  

  （注１） 貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。 

  （注２） 当期末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額（指標等を用いて 

調整を行ったものを含む。）であります。 

      

 

 

９．関連当事者との取引に関する注記 

（単位：百万円） 

種類 会社等の名称 

議決権等

の所有 

(被所有) 

割合（％） 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

親会社の

子会社 

イオンクレジ

ットサービス

株式会社 

 

－ 

クレジット

及び電子マ

ネー業務委

託 

クレジット債権 

電子マネーの売上

金の譲渡 

（注1） 

50,185 未収入金 2,522 

電子マネーの預り

（注1） 25,608 預り金 1,388 

親会社の

子会社 

イオンリテー

ル株式会社 
－ 商品の仕入 

商品の仕入高 

（注2） 
5,576 買掛金 598 

  （注1）クレジット、電子マネー売上については、売上債権（商品代＋消費税）をもって譲渡しており、取引については 

     一般的な取引条件を参考に契約により決定しております。 
 

  （注2）取引金額については、一般的な取引条件を参考に決定しております。 

 

 

 

 

１０．１株当たり情報に関する注記 

  

（１） １株当たり純資産額 ６８８，４９８円６５銭 

  

（２） １株当たり当期純利益       ２６，５３８円３９銭 

  

 


